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1. はじめに 

1.1　世界の原子炉廃炉状況 
1.2　廃炉問題の社会的側面 
1.3　トランス・サイエンス問題としての廃炉 
1.4　研究対象：廃炉に関する「対話の場」 
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1.1. 世界の原子炉廃炉の状況 
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出典：IAEA PRISより https://pris.iaea.org/PRIS/WorldStatistics/OperationalByAge.aspx（2023年5月17日閲覧） 

多くの原子炉が30年以上運転
している。将来10年間多くの原
子炉が「廃炉」を迎えると考え
られる 

30 運転年数 

•  現在、世界の発電原子炉は運転中409基、恒久停止209基（2023年5月時点）	

原子炉の数 電気出力 
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1.2　廃炉問題の社会的側面 

•  廃炉の中の社会：原子炉の廃炉事業を推進するにあたって、工程上の技術的要因以外、経済・環境・社会
などの要因も考えなければならない。国際原子力機関（IAEA, 2005）は廃炉を実施する際に考えるべき要
因として以下の7点を提示している。 

 
•  社会の中の廃炉：廃炉事業により立地地域にも多くの社会的課題がもたらされる。原子力施設の立地地域

は地域経済が原子力産業に依存する場合が多く、施設の閉鎖で、雇用喪失、人口流出、そして、税収低下
による公共サービスの維持困難など、経済的な課題が引き起こされる（Kotval & Mullin, 1997）。なお、廃炉事
業計画の実施中に、周辺環境への影響、景観の破壊などの環境的課題も報告されている（Bond et al., 
2004）。 

•  廃炉は単なる技術的な問題ではなく、複雑な社会的側面も有する。 
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①国の政策と規制枠組み 
②財源と実施コスト 
③使用済み燃料と廃棄物の管理 
④健康、安全、環境影響 

⑤知識と人材管理 
⑥社会的影響とステークホルダーの参加 
⑦適切な技術 



1.3　トランス・サイエンス問題としての廃炉 

•  トランス・サイエンス問題では専門家同士で意見が分かれることが多いし、科学のみによって明確に答えら
れないことから、専門家が意思決定を独占すべきでなく、利害関係者や一般市民を巻き込んで、公共的討
論に参加して、意思決定するべきである（Weinberg, 1972）。	

•  廃炉に伴う社会的問題に対応するため、廃炉事業において市民の参加を促進することが必要であると先
行研究で示されている（Bond et al., 2004; Invernizzi et al., 2017）。ただし、こういう科学技術リスク問題の意思決
定において、市民参加が多ければ多いほど良いわけではない（Collins & Evans, 2002）。	
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トランス・サイエ
ンスの廃炉 

図1-_　トランスサイエンス問題としての廃炉 
出典：小林（2007）を参考に筆者作成 

•  トンランス・サイエンス問題（trans-scientific questions）：
「科学に問うことはできるが、科学によって答えられない
問題群」といわれ、科学・技術と社会の相互作用の過程
で発生する問題である(Weinberg, 1972)。	

•  長期にわたる廃炉事業の不確実性＋多様化している社
会の価値観→廃炉は典型的なトランス・サイエンス問題 

本研究は、トランス・サイエンス問題としての廃炉問題に対応するため、科学・政治・社会がどの
ように協働すべきかを明らかにしたい。 

研究
目的 



1.4　研究対象 
　 1.4.1　対話の制度デザインの3つのモデル 
•  Smith (2003)は従来閉鎖的な政策策定の過程に市民参加型の対話をいかに組み込むかについて、熟議

民主主義論に基づいて制度デザインを考察している。彼は政策策定過程での様々な対話の実践例を3つ
に類型化している。3つのモデルは実際の問題の特質によって有効性が異なってくる。	
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①ステークホルダー参加による調停：紛争中の当事
者を集め、調停案を検討することが目的。交渉の場。	
	
②：市民フォーラム：形式（コンセンサス会議、市民
陪審、討論型世論調査…）は様々だが、多分野の
参加者が集まって、関連情報や幅広な観点を踏ま
え、公共的課題の解決策を議論するのが共通の要
点。提案の場。 
 
③市民発案・市民投票：市民がラディカルな政治活
動によって新しい政治アジェンダーの発案、政策過
程の加速、政策変更等を要請する。 

・廃炉は数十年、百年にもわたる長期的事業である。
そのため、原子炉の立地地域、廃炉事業者、行政が
長期的に続けられる協働関係の形成が求められる。 
・「①調停」は当事者間の妥協、紛争の調停に主眼を
置く。「③市民発案」はラディカルな対抗運動がメイン
である→両方とも協働関係の形成には向いていない。 
 
 

本研究は、「より良い廃炉政策を形成するため、
市民・事業者・行政といった多様な関係者が参

加し、関連情報や幅広な観点を踏まえ、とも
に問題の解決策を議論する会議体」を「対話の
場」と定義し、研究対象とする。 



1.4.2　事例選択 

事例選択の際に考慮する要因： 
1)  廃炉終了後の最終状態（廃炉の将来像）を議論する対話の場に注目する。地域社会が望む廃炉の将来

像は、地域社会の文脈から廃炉事業の実施計画を捉えることが要求される。このテーマはよく見られる
安全監視、個別の施設の解体方法などと比べ、地域・事業者・行政の協働がより求められる。 

2)  廃炉事業中に、対話の場が開催され、廃炉政策の策定や実施の早期段階から市民も含め、議論を行う 
3)  異なる文化の社会でも適用性のある研究成果を得るため、欧米以外の事例も考える。 
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①イギリス：ドンレイ原発地域協議
会	

【目的】地域社会の代表として、事
業者と規制機関に質疑し、	
廃炉の進捗状況と今後の予定に
対してコメントする	
【主催者】英国原子力廃止措置機
関（NDA） 
【注目の対話】地域が望むドンレイ
原発廃炉の将来像の選択につい
ての対話（2006~2007年） 

②アメリか：サバンナリバー・サイト
地域委員会	

【目的】地域社会の視点から行政や
廃炉事業者に情報、意見、助言を提
供する。	
【主催者】アメリカエネギー省（DOE）	
【注目の対話】プルトニウム生産炉
のP炉の廃炉方法の選択について
の対話（2006~2008年） 

③日本・福島1F地域塾	

【目的】地域社会、事業者、行政が
学びあい、多様な視点から1F廃炉
の将来像を考える。	
【主催者】早稲田大学、福島県立ふ
たば未来学園 
【注目の対話】福島1F廃炉の将来像
についての対話（2022年） 



第2章　先行研究 

2.1　熟議民主主義の展開 
2.2　熟議民主主義論内部の論争と到達点 
2.3　原子力問題における熟議の実践 
2.4　リサーチ・クエスチョンの設定 

9 



•  従来の代議制民主主義はその自己利益中心の政治像で批判されている：	

　①私的利益の集計：単なる選好の集計の結果であれば、多数派の利益だけに満たす政治になってしまい、
本当の問題が見失われる（Young, 1996）。集計のメカニズムが外部に影響されやすい（Knight &Johnson, 1994）。	

　②私的利益の競争：本来公共的正義と公益を議論すべき政治過程が、個人や集団の私の利益を追求、実現
する手段にされる。 いわゆる「政治の私化」（Young, 1996）。	

→90年代より熟議民主主義が代議制民主主義の補完として提唱されるようになった。熟議民主主義は民主主
義の意味を私的利益の集積と調整過程より以上のものとして把握し、共通善の実現を志向する（Young, 1996; 山

崎, 2007）。	
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2.1　熟議民主主義の展開 

・ハーバーマスは従来の政治過程において、政策決定

に際して社会での要求や批判は政策決定までの一環

として捉えるのは一回路的な考え方だとした。彼は市

民社会における討議や運動にも比重が置かれるべき

だとし、民主主義の「二回路モデル（two-track 

model）」（図2-1）を提示した（Habermas, 1992）。	

・政治システムにおける決定志向の審議に対し、熟議

民主主義は市民の優れた感受性によって、課題と解

決へのアプローチの発見を重視するという点で区別す

る（篠原, 2004）。 	 図2-1　民主主義の二回路モデル 
出典：筆者作成 



2.2　熟議民主主義論内部の論争と到達点 
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熟議の場所：制度化された
仕組み 

 
 
 

熟議によって
合意形成 

法制度を媒介
に政策策定に 
影響を与える 政治システム 

（国家、議会） 
 

政策策定 

ハーバーマスの熟議モデル 

ドライゼックの批判 

①熟議の場所は必ずしも制度化された仕組みとは限らない。 
②分断された社会において、市民社会の熟議を部分的に政治システと切り離すほうが問題解決に

寄与する。 
③ハーバーマスの理論の合意形成の志向に疑問する。 

法制度によって
熟議の正統性
を保障する 



2.2.1　熟議の場はどこか：制度的次元 VS 非制度的次元 
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ドライゼックの批判 

・制度化は熟議の唯一の進め方ではない。法制度のみ
に依拠するのはリベラル立憲主義に同化する。 
・政治システムに吸収されたら、相対的に制約が少ない
市民社会でなされる、政治システムと対抗的な熟議が
できなくなる可能性がある。 
・ハーバーマスの理論では市民社会が同質的なものだ
と考えられがちだが、現実の市民社会は混成的なもの
であり、その内部の諸勢力の対抗が熟議の中核となる
べき。 
（Dryzek, 2000; 篠原, 2004; 山崎, 2007） 

ハーバーマスの主張 

・ハーバーマスは市民社会における討議を保障するに
は、法律と法治国家の重要性を強調し、熟議の場は法
律によって制度化しなければならないとする。 
・熟議の結果が法制度を媒介に政策策定に影響を与え
るべきだと主張する。 
（Habermas, 1992; 篠原, 2004; 山崎,2007） 

非制度的次元の熟議の意義 

・熟議は必ずしも国に媒介されるとは限らず、「社会
学習」としての熟議の重要性が提起された（Kanra, 
2004）。論争のある課題について、意思決定前に分
断された人々の関係を再構築し、社会学習を通じ
て他者の多様な観点、お互いの差異を理解するの
が大事である。それは「問題解決に向けた社会的
基盤の形成」に寄与する（田村, 2008）。 
・非国家領域にも意思決定や問題解決の必要性が
ある（田村, 2008）。 

　　　熟議民主主義の多層構造（田村, 2008） 
（1）国へ媒介されるべき意見形成を行う「制度的
次元」 
（2）国へ媒介されない社会学習を行う「非制度的
次元」 
「両方は同様に重要であり、同時的深化を目指す
べき。」 



2.2.2　熟議と政策決定との接続 
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ドライゼックの批判 

・社会的対立のある課題について、討論が公式な意
思決定に直結すると、討論より計算になってしまう。
それゆえ、意思決定と部分的に切り離し、「非公式
な意見形成」といった熟議民主主義の特性が対立・
分断を緩和する効果がある。 
・熟議を市民社会における「言説の争い（engagem
ent of discourses）」として捉えるべき。 
・国境を越えた熟議を構想する。「世界公民」として
各国政府に影響力を図るべき。 
（Dryzek, 2005 & 2006; 篠原, 2004; 山崎, 2007） 

ハーバーマスの主張 

・熟議の結果が法制度を媒介に政策策定に影響を
与えるべきだと主張する。 
（Habermas, 1992; 篠原, 2004; 山崎,2007） 

市民社会における熟議と政策決定との関係は、制度的次元の熟議についてよく議論される課題である。 

実践研究からの示唆 

（1）法的に助言機関を規定する 
　デンマークは市民参加型技術評価の制度化によって
市民意見を政策形成に取り入れているが、デンマーク以
外はうまく進んでいない（Dryzek, 2012）。 
（2）参加者の選好の変容 
　多くの「討論型世論調査」の事例が、投票に先立って、
参加者の選好の変容（例：投票意思の変化、情報量の
増加、政治参加意欲の向上等）を起こすことで政策決定
に影響を与えることができると示した（Fishkin, 2009）。 
（３）良質な参照意見の提示 
・合意に至らずとも、不合意の所在と構造をあぶり出す
ことにも意義がある。そういう一般市民の熟慮の結果を
良質な参照意見として、政策担当者と全社会に提示す
る（三上, 2012）。 
・政策担当者が市民の提案を参照意見として用いること
を承諾し、使い道を明示するという「政策との緩やかなつ
ながり」が望ましい（小林, 2007; 若松, 2010）。 



2.2.3　熟議は何を求めるか 

•  熟議民主主義は自己利益中心の政治像を批判し、共通善の実現を志向している。	

•  共通善の実現には、「選好の変容（preference transformation）」が大事だとされる。選好の変容とは、「当初の選
好が他者の観点を考慮に入れることによって変容する」ことである（Miller, 1993）。自己利益が政治行動の原動力
の場合、「選好の変容」が想定されいため、他人との対抗・競争になる。それに対し、熟議民主主義は他者の存
在を前提にしつつ、選好の変容を許容することで、社会全体にとっての共通善の実現を可能にする（Young, 1996; 
山崎, 2007）。 

•  ただし、選好の変容の先は？ 
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差異派からの批判 

・熟議によって必ず合意を形成する保証はない（Knight 
& Johnson, 1994）。 
・熟議の「理性的な討論」という要求は少数派、社会的
弱者にとってハードルが高く、討論から少数派が排除
される懸念がある（Young, 1996）。 
・ハーバーマスの理論では市民社会が同質的なものだ
と考えられがちだが、現実では諸勢力が存在する混成
的なものであり、合意形成は簡単ではない（Dryzek, 
2000）。 
・無理に合理形成を要求したら、戦略的な計算が引き
起こされ、対立が深まる可能性がある（Dryzek, 2005）。 

ハーバーマス（合意派） 

・熟議によって望まれるのが「合理的かつ批判的な
公開討論で形成された合意」である（Habermas, 
1989）。 
・「ハーバーマスの理論によれば、政治的的行動の
目標は妥協ではなく、合理的な合意形成にあるべ
きであり、決定的な政治的行為は、合意形成を目指
して公の議論に参加することである。」（Elster, 1997） 
→ハーバーマスの熟議理論は、普遍的な合意を形
成し、新たな統合を志向する性質を持つ。 



2.2.3　熟議は何を求めるか 
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差異は越えられない… 

結論レベルの合意形成を放棄すべき。代わりに、議
論プロセスで何が争点なのかについて合意する、い
わゆる「紛争の次元での合意」のほうがより穏健的な
目標である（Knight & Johnson, 1994）。 

差異は越えられる！ 

・ドライゼックは合意形成に伴う差異の抑圧に敏感的
だが、集合的決定をし、社会諸問題を解決することが
必要だという問題意識を持っている。 
・彼は熟議民主主義を「公共圏における緒言説が競
合する過程」として捉え、アメリカの環境正義運動の
事例を考察し、熟議民主主義は差異を抑圧せず、さら
に横断して合意形成する可能性があると結論付けた
（Dryzek, 2000）。 
・「選好」=価値観＋信念＋表明された選好*。価値観
と信念の差異が存在しても、政策選択について「異な
る理由に基づく同意」が可能である（Dryzek & 
Niemeyer, 2006）。 

合意と差異は共存するもの 

・「討議は合意が形成される過程であると同時に不合
意が新たに創出されていく過程でもある。合意を形成
していくことと不合意の在り処を顕在化していくことは
矛盾しない」（齋藤, 2000）。	
・ドライゼックが「合意しなくても、差異を越えた熟議の
堆積により、分断を乗り越える民主化のダイナミズム
を容易にする」とし、熟議民主主義の動態的な側面を
発展した（山崎, 2007）。 

注＊信念：政策による影響に関する判断 
　 　 表明された選好：政策選択 

　　　　　　　　合意の2パターン（田村, 2008） 
　 問題解決のため、熟議によって合意形成の可能
性を放棄すべきではない。 
（1）プロセス→「紛争の次元での合意」 
（2）結論→合意は収斂する同質的な選好である必
要がなく、「異なる理由に基づく同意」として捉えるこ
ともできる。 



2.2.4　熟議民主主義の規範的理論の枠組み 

16 

良質な参照意見
を提示 

制度的次元 

制度化された仕組みでの意見
形成 

・意見分布の明確化 
・同質的な選好 or 異なる理由
に基づく同意 

非制度的次元 

社会学習 
・意思決定前に分断された人々
の関係を再構築し、多様な価値
観や意見の間の相互理解が大
事。 
・合意形成のための基盤形成に
寄与。 

市民社会におけ
る熟議 

政治システム 
（国家、議会等） 
決定志向の審議 市民意見の参照

を承諾 



2.3　原子力問題における熟議民主主義の実践 
•  科学技術に関する問題への対処は以前行政と専門家に閉じられる「技術官僚モデル」になっていたが、科学

と政治が交差する領域、いわばトランス・サイエンス問題の増加に伴って、専門家・行政・市民を包括した熟議
民主主義のモデルへの転換が必要になっている（尾内, 2010）。 

•  トランス・サイエンス問題の典型例である原子力問題をめぐって、各国は様々な熟議を可能にする「対話の場」
の取り組みが行われている。前節の理論的枠組みを援用し、実践研究の到達点は以下のようにまとめられる。 
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制度的次元 

具体的な実施状況は国によって違うが、いくつの共通
の指摘がある： 
・情報提供＋社会的受容といった狭義的な対話から
脱出し、市民もリスク管理・政策作成に実質的に参加
する取り組みが求められる（八木, 2023）。 
・社会的対立が深刻で、合意形成が難しい（Johnson, 
2008; 船橋, 2013; 松岡等, 2019）。→引き続き対話が必
要な争点を特定するのが熟議の意義（Johnson, 2008）。
また、対話の規模やテーマにあわせて合意自体の概
念の精緻化が必要（西舘&太田, 2016）。 

非制度的次元 

大学、研究機関、非政府団体など主催の研究プロジ
ェクト、社会的実験がメイン： 
・市民と専門家との信頼関係の構築が対話の前提で
ある（八木, 2009）。 
・市民のニーズ、関心、地域社会の事情を踏まえて対
話の場を設計すべき（土屋等, 2009）。 
・市民の政策選好が技術的要因だけでなく、社会的
要因からも影響される（山田等, 2021）。 
・唯一の正解の習得ではなく、市民と専門家がお互い
の専門知識や価値観を理解した上で、自分なりの価
値観や判断基準を再構築していく（八木, 2009）。 

熟議の結果の政策策定への反映不足が
往々にして批判の焦点になる（Lehthnon, 
2010;西舘&太田, 2016）。 

意
見
可
国

双
提
示 



2.4　リサーチクエスチョンの設定 
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良質な参
照意見を

提示 

制度的次元 

制度化された仕組みでの意見形成 
・引き続き議論の争点の特定
→「紛争の次元での合意」 
・合意の中身の精緻化が必要（「異

なる理由に基づく同意」を視野に入れな
がら） 

非制度的次元 

社会学習 
・分断された市民と専門家の信頼
回復。唯一の正解を求めず、多様
な立場、観点の間の相互理解を図
るのが大事。 

廃炉事業に関する
「対話の場」 

廃炉政策の担当者、
廃炉事業の実施者 

どれほど参照するか
は保証がない 

仮説1:「異なる理由に基
づく同意」として捉えれば、
廃炉政策の選好について
合意形成が可能になる。 
→第3章、イギリスの事例 

仮説3：社会的分断がある場合、廃
炉政策決定前に、社会学習として
の熟議により、問題解決に向けた
社会的基盤の形成が必要である。 
→第5章、日本の事例 

仮説2：熟議の成果が政策
担当者に積極的に参照さ
れるために法制度の保障
だけでなく、対話の場で協
働関係の構築も必要である。  
→第4章、アメリカの事例 

RQ：科学・政治・社
会がいかに熟議を
通して協働関係を築
き、廃炉政策につい
て意見形成をし、政
策の質の向上に寄
与するのか？  



第3章　熟議を通した意見形成： 
イギリス・ドンレイ地域協議会の事例 

3.1　事例の概要 
3.2　先行研究 
3.3　分析枠組み 
3.4　分析の結果 
3.5　考察 
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3.1 事例の概要 
　3.1.1　イギリスの廃炉体制	
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•  2005年、エネルギー法に基づき、イギリスの廃炉の担当機関として英国原子力廃止措置機関（Nuclear 
Decommissioning Authority; NDA）が設立された。NDAは廃止となる原子力施設の運営、廃炉作業、環境
修復、放射性廃棄物の処理処分等の責任を持っている（Energy Act 2004第3条）。	

出典：NDA HP情報
より筆者作成 



 3.1.2 イギリスの廃炉に関する対話の場：地域ステークホルダー協議会 

•  NDAの設立に伴い、NDA所有の原発の立地地域で地域ステークホルダー協議会（Site Stakeholder Group, 
以下「地域協議会」とする）が設立された。	

•  「情報共有だけでなく、意思決定の質の向上にもつながっている」と評価されている（菅原，2014）	
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目的 ①地域社会を代表し、NDA・事業者・規制機関に質疑すること 	
②原発の管理上の進捗状況と今後の予定に対してコメントすること 	
③NDA・事業者・規制機関に地域社会の観点から助言すること 	

メンバー
構成 

【メンバー】	
-選出された地域代表	
-原発に関心を持つ地元団体　	
-他の利益に係る地元団体（例；商業団体、ボランティア団体など）	
【アドバイザー】	
-規制機関、業界組合、健康衛生機関の代表	
-NDAの代表	
 -事業運営者の代表者	
 -各レベルの議員	
 【事務局】	
-運営事業者      	

出典：NDA (2009) NDA Guidance for Site Stakeholder Groups 

・2006年、NDAはイギリ
ス全国17の廃止となる
原発の運営者に対し、
各地域の地域協議会
を中心に、地域が望む
廃炉の将来像（End 
State）について地域対
話を実施するようと要
求した。 
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3.1.3　ドンレイ（Dounreay）原発と地域社会の概要 
ドンレイ原発 1950年代 高速増殖炉技術開発がイギリスの国策として確定されるに伴い、

スコットランド・ケスネス郡が積極的に原発の誘致活動を開始した 

1955年 ケスネス郡は高速炉の研究拠点の立地として採択され、原発の建
設が開始。所有・運営者は英国原子力公社（UKAEA）。 

1955年〜 原発の立地により町が漁村から、「原子力の町」に発展した。 
（1）人口増加 
新住民はほとんどドンレイで働くために北上した人	
例）隣のサーソー町：3350人（1955年）→ 9190人（1964年）	
（2）ライフスタイルの変容	
新住民がスポーツ、社交、芸術活動など、新しいライフスタイルを
もたらした。運動場やクラブが町の中心となった。	
（3）原子力産業への依存の増加	
26％の住民が「ドンレイ原発で働いているか働いたことがある」、
57%の住民が「友人か家族がドンレイ原発で働いているか働いたこ
とがある」（1999年調査）	

1994年 ドンレイ原発が廃炉決定。 

2002年 ドンレイ原発はイギリス全国に先駆け、放射性廃棄物の処分や個
別施設の解体方策について地域対話を行った。他の原発立地地
域より地域対話の経験が豊富である。	

2005年 NDAが設立。UKAEAが運営を続け、ドンレイ原発の所有権はNDA
に移行。	 出典：関係資料をもとに筆者整理 

出典：NDA HP 



3.1.4　ドンレイ原発の地域協議会（Dounreay Stakeholder Group, DSG) 
•  2005年、ドンレイ地域協議会 (DSG)が設立された。	

•  DSGは自分でアジェンダや議題を設定できる。	

•  資金と事務のサポートは、NDAよりUKAEAを通して提供する。	
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会長: Alastair MacDonald氏（UKAEA職員、ドン
レイ・PFRの廃炉担当） 
環境サブ部会長：Bryan Dods氏（UKAEA職員、
従業員の技術トレーニングを担当） 
社会経済サブ部会長：Derrick Milnes（商工会） 



3.1.5　廃炉事業計画の選択をめぐる対話プロセス　 
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準備段階1：	
対話プロセス

の設計	

2006年2月〜
6月	

運営事業者より設計された対話プロセスの案をドンレイ地域協議会に提出
し、修正意見をもらい、承認を求めた。	

準備段階2：	
オプションの

特定	

2006年7月〜
8月	

技術専門家が複数の廃炉計画案のオプションをリストアップした。そして、
各オプションの評価し、採点を行った。	

会議：技術専門家ワークショップ（2006年8月15〜16日）	

第1段階：	
オプションの

比較	

2006年9月〜	
2007年1月	

原発で働く従業員（内部パネル）と、地域協議会をはじめとした多様なステ
ークホルダー（外部パネル）がオプションを比較し、それぞれの選好を表明
した。	

会議：内部ステークホルダー・パネル（2006年9月21日）	
　　　　外部ステークホルダー・パネル（2006年9月28日）	

第2段階：	
オプションの

決定	

2007年2月〜
3月	

地域協議会主催の「決定会議」で、協議会のメンバーがそれまで全部の証
拠と補足の情報を整理した上、最終的に「オプション４」を地域の望む廃炉
計画として決定した。その決定を提案書に取りまとめ、NDAに提出した。	

会議：1回目決定会議（2007年2月15日）	
　　　　2回目決定会議（2007年3月14日）	

•  本研究は，2006年2月〜2007年3月に行われたイギリス・ドンレイ原発の廃炉計画策定プロセスにおけ
る地域対話を事例とする。 

本章の目的、
市民の廃炉
政策に対す
る選好はどう
いう影響要
因を受ける
かを解明す
る。 



3.2　先行研究：「合意」の精緻化　 

•  熟議の中で、合意形成に伴う差異の抑圧には要注意であるが、集合的決定を創出できないのは政治的モ
デルとしては不十分なのではといった批判もある。「我々は熟議する。それでどうなる？」（Drzyek, 2000）。 

•  「合意」は必ずしも収斂していく同質的な選好とは限らない。選好の変容によって「異なる理由に基づく同
意」をもたらす可能性がある。Dryzek & Niemeryer（2006）は、合意の概念を精緻化することで、異なる立
場の人々は理由づけのレベルで合意しなくても、最終的に同じ政策を選択する可能性があると指摘した。 

•  ・同じ理由で同じ結論に辿るような同質的な選好は、多元化している現代社会では確かに難しいが、異なる
理由に基づく同意といった形態の「合意」を想定することによって、熟議民主主義で合意の創出は非現実的
ではない（田村, 2008）。 

•  →廃炉政策についての選好がどう形成していくか？合意は可能か？ 
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3.2　先行研究：廃炉事業の影響要因 
•  【廃炉事業者/政府の視点】IAEA（2005）は廃炉事業を「行政的、技術的な措置」として捉え、事業者/政府

機関に向け、廃炉政策の制定/推進で考えるべき7つの一般的な要因を挙げている。 

•  【地域社会の視点】廃炉によって立地地域にもたらされる影響に注目し、市民が受身的なポジションに置か
れる。事例研究から、市民に最もインパクトを与えるのは廃炉事業による健康・環境のリスク、および地域
経済への影響であるとわかった。地域経済への影響は具体的に、雇用の減少、元従業員の再就職、人口
流出、地方税収の減少などが挙げられる（Kotval & Mullin, 1997; Bond et al., 2004; Invernizzi et al., 2017）。 

•  【世代間公平性の視点】：廃炉方式により将来世代に残される環境的リスク・健康的リスク・経済的負担が
違うため、世代間公平性の重要性が指摘された（Surrey, 1992）。  
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①国の政策と規制枠組み 
②財源とコスト 
③使用済み燃料と廃棄物の管理 
④健康、安全、環境影響 

⑤知識と人材管理 
⑥社会的影響とステークホルダーの参加 
⑦適切な技術 

　 今までの研究は、異なる立場の人にとっての廃炉事業についての関心事項を検討した。しかし、 
(1) 多くの研究は影響自体の解明に着目し、政策担当者/事業者に向けた提案の形で結論づけられている。 
(2) 市民を廃炉政策を評価/選択する主体として想定し、廃炉政策に対する意見を形成プロセスについては、
考察が欠如している。 
→対話の場において、市民が廃炉政策についての意見形成はどういう影響要因を受けて、どのように形成
していくのか。 



3.3　分析枠組み：社会的受容性アプローチ 
•  初期の社会的受容性は新しい科学技術システムを地域社会に受容させることを目的とし、いわゆる受動的

な社会的受容性であった（松岡，2018）。しかし、Wüstenhagen et al.（2007）が風力発電所などの施設の導
入は国レベルと地域レベルでは同じ次元で最適解を議論するのが難しいことから、社会的受容性が国レベ
ルの①社会政策、②市場、と地域レベルの③地域社会という3要因から成る分析枠組みを提示した。	

•  松岡（2018）は、科学技術リスクの持つ複雑性・不確実性・曖昧性という特性に着目し、技術・制度・市場・
地域という社会的受容性の4要因を示し、地域的要因は地域レベルの技術的・制度的・市場的要因で構成
されるとしている。	

•  廃炉の複雑性・不確実性・曖昧性を考慮し、本研究は松岡（2018）を参考し、技術・制度・市場という3要因

で分析枠組みを構成し、市民がどういう要因を考えて廃炉政策について意見形成するかを分析する 
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市民の廃炉政
策についての

意見形成 

技術的要因 ・安全性：健康リスク、環境影響、敷地の安全管理など 
・実行可能性：適切な技術、放射性廃棄物の管理 の妥当性 
（IAEA, 2005） 

制度的要因 ・参加者の代表性（公平性）：参加者は利害関係者、または影響を
受ける当事者を代表しているか 
・情報へのアクセス（実効性）：参加者が必要な情報にアクセスでき
るか 
（Webler, 1995; Rowe & Frewer, 2000;馬場，2002；大澤等，2014） 

市場的要因 ・廃炉事業の経済的合理性  
・廃炉による地域経済への影響 
（青木, 2019; Kotval & Mullin, 1997） 



4. 分析結果 
　　4.1 準備段階1、2：対話プロセスの設計とオプションの特定 

28 

影響要因	
準備段階1	 準備段階2	

対話プロセスの設計	
（2006年2月～6月）	

オプションの特定 
（2006年7月〜8月）	

①
技
術	

安全性	
・周辺住民と従業員の安全の確保をオプションを
特定する際の前提条件とする	

実行可能性	

・廃棄物貯蔵・処分の実行可能性＊をオプション
を特定する際の前提条件とする	
*中レベル廃棄物は2066まで敷地内で貯蔵；低レベル
廃棄物は貯蔵施設を建て、300年の管理が必要	

②
制
度	

参加者の構成	・UKAEA（メイン）、DSG	 UKAEAの技術専門家、技術系コンサルタント	

情報へのアク
セス	

・UKAEAが対話プロセスの設計案、過去地域
対話の紹介、対話手法の説明資料をDSGに提
出し、承認を求める	

②
市
場	

経済的合理性	　	

地域経済への
影響	

　	



廃炉の将来像の5つのオプション 
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・オプション間の違いや特徴を示すため、
技術専門家はイギリスの環境政策で用い
られる評価基準：環境と安全、環境影響、
技術、コスト（SEPA, 2004）に照らして、各オ
プションの採点を行った（ネガティブ1点～
ポジティブ5点）。	
・平均点数を見れば、専門家はオプション
2とオプション4への評価が最も高かった。	
・採点結果は参考情報として地域協議会
に提供される。	
	
	
＊コストについて、最初は点数だけが提
示され、具体的な金額が提供されなかっ
た。	

出典：UKAEA(2006) Determination of the Dounreay End State: Assessment 
of End State Optionsをもとに作成	



4.2 第1段階：オプションの比較	

30 

影響要因	
第1段階：オプションの比較 （2006年9月～2007年1月）	

内部ステークホルダー・パネル	 外部ステークホルダー・パネル	

①
技
術	

安全性	  ・従業員の被ばくリスクの低減に関心を持つ	  放射性廃棄物の適切な管理を希望	

実行可能性	
 ・放射性廃棄物の長期管理や敷地の長期的モ
ニタリングの実行可能性を懸念	

②
制
度	

参加者の構成	 ドンレイ原発で働くUKAEA従業員	  協議会メンバー、地元住民&団体、行政、研究者	

情報へのアク
セス	

 ・会議資料（背景説明、オプションの基本情報等）
の事前送付	
 ・オプション間の区別は専門家による得点を参
考	

 ・会議資料（背景説明、オプションの基本情報等）
の事前送付 
 ・オプション間の区別は専門家による採点を参考	
 ・コストの計算項目と金額の提示を要求	

③
市
場	

経済的合理性	
 敷地の長期管理のコストが気になる	
＊長期管理の実行可能性を心配するから	

 ＊コストの詳細情報の欠如でオプションを評価で
きなかった 

地域経済への
影響	

 ・原子力施設立地として再利用の可能性に関心
を持つ	

 ・将来敷地再利用の多様な可能性の確保を希望
し、地域将来の発展方針についてより詳しい情報
を要求した 

従業員は主に技術の実行可能性（敷地
の長期管理、最大限の環境修復）を考
慮し、オプション4を選択した。	

・コストの情報の欠如で、オプション
の選択が決められなかった 
・敷地再利用の多様な可能性の確
保を考慮し、オプション3~5が受け
入れられる範囲を結論した。 



4.3 第2段階：オプションの決定	
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影響要因	 第2段階：オプションの決定（2007年2月〜3月）	

①
技
術	

安全性	 事業者に積極的に環境修復してほしい	

実行可能性	

②
制
度	

参加者の構成	
第1回決定会議：地域協議会メンバー、地元住民、地元団体、研究
者、行政、まちづくり会社、コンサル会社、UKAEA	
第2回決定会議：地域協議会メンバー（提案書づくり）	

情報へのアク
セス	

・これまでの対話の経緯、資料の振り返り 
・UKAEAが廃炉コストの計算項目を説明し、各オプションのコストの
金額を提示した。	
・行政とまちづくり会社より地域の経済構造多様化の構想、敷地再
利用の考え方について報告した	

③
市
場	

経済的合理性	
・オプション1&2：原子力規制が解除されず、数百年の長期管理が要
るため、正確な費用の計算が難しい	
・オプション5：環境修復のコストが非常に高い	

地域経済への
影響	

・原子力産業に依存せず、地域産業の多様化を目指したい 
・敷地再利用を地域全体の経済一部として考えたい 

敷地地再利用の多様な可能性の確保、合理的なコストを考
慮し、事業者への積極的環境修復の要望を加え、最終的
にオプション4を決定し、NDAに提案書を提出した。	
→市場的要因が市民の廃炉政策の選好の形成に一番影
響が大きい	



5. 考察 
（1）異なる理由にもとづく同じ政策選択　	

原発の従業員：敷地の長期管理や最大限の環境修復の実行可能性への心配（技術的要因）	

ドンレイ地域協議会：敷地地再利用の多様な可能性の確保、合理的なコスト（市場的要因）	

→同じくオプション４を選択した。この結果は：	

①異なる立場の人は理由づけのレベルで不合意としても、結論レベルで、「異なる理由にもとづく同意」として
の合意の可能性が示唆された。	

②廃炉政策の選好の形成は技術・制度・市場という複数の要因が共同で作用した結果であるのが明らかにな
った。本研究の分析枠組みによって、合意の構造だけでなく、不合意の構造もわかる。	

	

（2）基礎となる制度的要因	

　社会的受容性の各要因は独立したものではなく、相互に関連している（Wolsink, 2018）。本事例では、「情報へ
のアクセス」としての制度的要因が、参加者の他の2要因について判断を行う基礎となっていた。例えば、事例
のように、点数だけでは「情報へのアクセス」が不十分で、コストの金額と計算項目、敷地の再利用、地域全体
の開発計画のような重要事項の情報が提供されてはじめて、市民が市場的要因についてオプションの評価を
行うことができた。	

　科学技術リスクの社会的議論では、専門用語の少ない簡潔な要約を提供すべきだと言われるが（Rowe & 

Frewer, 2000）、情報が簡潔すぎると、情報の信頼性や有用性が低下するとの指摘もある（Horlick-Jones et al.,

2007）。したがって、情報提供が対話の場の設計の大事な一部として、単純な簡略化でなく、情報の信頼性と有
用性を向上させるため、特に地域住民の関心事項ついて、情報の出所や根拠も含めて参加者にアクセスでき
るようにすることが必要である 。	
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第4章　熟議の結果と政策策定との接続： 
アメリカ・サバンナリバー・サイトの事例 

4.1　事例の概要 
4.2　先行研究 
4.3　分析枠組み 
4.4　分析の結果 
4.5　考察 
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4.1　事例の概要 
　4.1.1　アメリカ・エネルギー省（DOE）による原子力サイトの浄化事業 

•  世界で最も多い原子力施設を有するアメリカにおいて、廃止となる核兵器製造に係わる施設の管理はアメ
リカ・エネルギー省（DOE）が責任を持っている。 

•  90年代、冷戦終了以来、DOEは核兵器製造に伴う環境汚染の浄化事業、放射性廃棄物の処分、原子力
施設の解体などの事業を行っている。 

•  2023年現在、アメリカ全国は92サイトが浄化事業完了、15サイトが浄化事業中にある（DOE HP, 2023年5月

15日閲覧）。 
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浄化事業中の原子力サイト 
出所：DOE HP 



4.1.2　地域委員会（Site-Specific Advisory Board） 

•  DOEは原子力サイトの浄化事業について、立地地域社会と情報交換、地域目線からの助言をもらうため
に、90年代から各原子力サイトで地域委員会（Site-Specific Advisory Board）を設置した。地域委員会が
浄化事業においてDOEと地域社会の協働の場となっていて、市民参加の促進において中心的な役割を果
たしたと評価されている（Bradbury et al., 2003）。 

•  今、8つの地域委員会が設置されている。 
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設立根拠	 市民委員会設置法（Federal Advisory Committee Act）	

設立目的	 ・地域社会の代表として、DOEに助言、意見、提案を提出する。	
・浄化事業について地域社会の市民に情報共有をする。	

検討事項	 環境修復、リスク管理、廃棄物と核物質の管理と処分、余分施設の管理、将来敷地の長期
管理と再利用、地域でのコミュニケーション活動の展開　等	

メンバー	 浄化事業に影響されるコミュニティ、市民団体、行政、労働組合、教育機関、地元企業など。
メンバー構成は地域社会の意見、文化、人口分布の多様性が反映されるようにする。	
*公募制、任期2年、再任は最大3回	
*DOEがメンバーの任命/解任を決める	
*連邦政府の職員はメンバーになれない	

資金	 DOEが負担する（年間約380万ドル）	

出典：DOE(2020)SSAB Charter、Broak et al.,(2015)をもとに作成	
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4.1.3  サバンナリバー・サイトと地域社会の概要 

サバンナリバー・サイト図	
出典：SRS HPをもとに作成	

1950年 サバンナリバー・サイト（Savannah River Site, SRS）
が核兵器製造の材料の生産拠点として、サウスカロ
ライナ州西部で設立された。敷地面積約802km2。 

1950年
〜 

・SRSでの作業と関連する産業の発展が地域に多く
の雇用を提供し、地域経済に大きく寄与した。 
・SRS従業員は地元の教会や市民団体のメンバーに
もなり，コミュニティの維持にも貢献した（Boiko et al., 
1996; SRNS, 2011） 。 

1991年 冷戦終了。SRSの活動の重点が環境修復、核物質
管理、原子力技術開発に移行。 	

1993年 DOE、アメリカ環境保護庁（EPA）、サウスカロライナ
州保健環境管理局（SCDHEC）が浄化事業の基本
方針として3者協定を締結。	

1994年 SRSの地域委員会が設立。 

1996年 すべての原子炉が運転停止	

2003年 SRSの最初に廃炉を行う原子力施設として、P炉の
廃炉に着手。 

2021年 1,127の施設のうち300が休止/廃止中にある	

出所：関係資料をもとに作成 



4.1.4 サバンナ・リバー・サイト地域委員会 
•  サバンナリバー・サイト地域委員会は最初に設立された委員会の一つである。1994年に設立以来、「対話

の場」としてSRSの浄化事業に関わってきており、地域委員会の複雑な浄化事業をめぐって長い対話の経

験を持っている。SRSの地域委員会は市民意見を政策決定に取り入れる仕組みになっていて、政策の質

の向上に貢献したと評価されている（Belencan et al., 2007; Antonucci, 2009）。 
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目的	 SRSの浄化事業について、地域社会の多様な視点をもとに情報、アドバイス、提案をDOEや事
業者に提供する。	

検討事項	 使用済み核燃料の処分、廃棄物管理、土壌と地下水の浄化、環境モニタリング、将来敷地の
再利用、歴史の保存、予算管理　など	

会合の形
態	

・全体会＋4つの分科会（2006〜2008年、廃炉と環境修復、核物質管理、レガシー管理、廃棄
物管理という4つの分科会があった）	
・全体会は2ヶ月に1回開催され、その間に各分科会が実施される	

メンバー	 ・メンバー（定員25人）：毎年一部入れ替わる	
　周辺自治体（サウスカロライナ州、ジョージア州）の影響される地域の住民、市民団体、エスニッ
クマイノリティ、地元行政、その他の関心のあるステークホルダーが含まれるようにする	
・規制機関：	
　米国環境保護庁（EPA）、サウスカロライナ州健康環境局（SCDHEC）、ジョージア州自然資源
局（GDNR）	
・DOE、浄化事業の事業者	

出典：SRS-CAB(2017)Standard Operating Procedures、SRS-CAB HP、Boark et al.,(2015)をもとに作成	



4.1.5　P炉の廃炉計画に関する対話プロセス 

•  本研究は、2006年5月〜2008年5月に行われたP
炉の廃炉事業計画に関する対話に着目する。 

•  スーパーファンド法により、廃炉事業にあたって、
廃炉計画の内容と廃炉方式の可能な選択肢を市
民に説明し、市民からコメントを収集することが要
求されている。 

•  DOEはP炉の廃炉計画を地域社会に説明するた
めに、「第1段階（2006.5~2007.7）SRS-CABが中
心の議論」＆「第2段階（2007.10 ~ 2008.5）一般
公開のワークショップ」という2段階構造の市民参
加プロセスを企画した。 

•  対話の結果、「原位置廃炉」（in-situ decommissio
ning：地上部分は解体、原子炉格納容器等の地下
部分は原位置で埋設する）が選ばれた。	
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第
1
段
階
：
S
R
S-C
A
B
を
中
心
に 

2006/5/10 廃炉と環境修復分科会（以下、廃炉分科会） 
・DOEより廃炉計画を紹介 

2006/5/22~
23 

全体会 
・廃炉分科会による第233号提案書の案を検
討、確定 
・提案書で決定前に市民参加の必要性を強調 

2006/7/18 廃炉分科会 
・第233号提案書に応え、DOEより廃炉方式
の選択肢を説明 

2007/6/26 廃炉分科会 
・DOEより廃炉方式の選択肢を説明 

2007/7/23~
24 

全体会 
・廃炉分科会による第248号提案書の案を検
討、確定 
・提案書で改めて廃炉計画について広い地域
社会に向けたワークショップの開催を要望 

第
2
段
階
：
ワ

ー
ク
シ
ョ
ッ
プ 

2007/10/16 	
浄化事業の概要、サバンナリバー・サイトの歴
史、廃炉方式の選択肢の説明、汚染物質拡散

の予測モデル、規制機関の見解など	

2008/2/28 

2008/5/19 

P炉廃炉計画の検討経緯  

本章の目的、対話の場の議論をどのように
政策策定に結びつけるかを検討すうr。 



4.2　先行研究 

•  熟議民主主義は政策決定を直接に左右する影響力のを求めず、熟議の結果を参照意見として政策決定
の場に届けるといった間接的な影響を図っている。とはいえ、実践の中で、熟議の結果が政策での反映不
足がよく市民の不満を招く問題になっている（Santos & Chess, 2003; 小林, 2007; Lehthnon, 2010）。 

•  この問題の解決のため、国の法制度によって、熟議の正統性と熟議の結果の伝達を保障するというハー
バーマス考え方がある（Habermas, 1992）。この考え方をもとに、原子力分野では、市民の意見が政策担当
者への伝達を促進するため、法制度の整備についての研究が展開されている（Bond et al., 2007；菅原 & 城
山, 2010）。 

•  しかし、法制度の整備だけでは問題が解決されないとの指摘もある：	

　ーアメリカはスーパーファンド法で、環境政策の制定の際に市民意見の聴取が必須だと規定されているが、
行政/専門家は依然として市民を教育対象と想定し、「科学的合理性」を説得しようとする傾向がある（Grabill et 
al., 1998） 。 
　ー熟議の主催側に熟議の結果を政策反映させる意図があるかないかことが非常に重要である（西舘&太田, 
2016）。 
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　 以上を踏まえ、熟議の結果が積極的に政策担当者参照されるために、市民と専門家の協働関係の構築
から働きかけるべきだと考えられる。 
→したがって、本章は協働の場所となる「対話の場」のデザインと運営という視点から考察を試みる。 



4.3　分析枠組み 

•  対話の場のデザインの分析視点はそれぞれ違うが、場の構成要素は共通点が多い。 既往研究（八木, 
2009; 土屋等, 2009; 木下, 2016; 松岡, 2022）をもとに、以下の6つの場の構成要素からSRSの地域委員会の
デザインと運営を分析する。 
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対話の場 

場の主宰者 

参加者の構
成 

会合の形態 議題の設定 

情報共有 

参加者間の
協働 



4.4　分析結果 

場の主宰者 DOEが主宰者である。ただし，SRS地域委員会はDOE規程をもとに運営されているが、
地域社会の状況に応じて、自分の詳しい運営ルールも作られている。 

 
 
 

参加者の構
成 

・定員25名、毎年1部のメンバーが入れ替わる。2006〜2008年、計41名の委員がいた。 
・DOEの規程：地元行政、市民団体、労働者、エスニック・マイノリティ、研究者等の多様
なステークホルダーを包括する 
・SRS地域委員会は地域の人口特性を配慮している。 
　- ジェンダーバランス（男性21名、女性20名） 
　- エスニック・マイノリティの住民の割合 
　周辺6自治体はエスニック・マイノリティが人口の40.2%（2000年米国国勢調査）を占
め、2006~2008年、SRS地域委員会には15名のエスニック・マイノリティの委員（37％）
がいた 

 
 

議題の設定 

・委員長が各分科会と協力し、議題のドラフトを準備する。地域委員or 関係機関は他に
関心事項があれば、議題を追加できる。 
・会合の30日前にDOEの承認を得て議題を確定する  
・DOEの承認が必要だが、SRS地域員会は状況に応じて議題を調整することができる
ようになっていた。 

41 



 
 
 

会合の形態と

参加者間の協

働  

2006年〜2008年、地域委員会の全体会の下に、議論する課題によって「廃炉」「核物質管

理」「レガシー管理」「廃棄物管理」という4つの分科会が設置されていた。 
 
・分科会と全体会の協働 
　- P炉廃炉関係の第233号と248号提案書は、「分科会で議論し、提案書を案を作成→全

体会で提案書の案を検討し、提案書を確定」という流れで作成、提出した。 
　- こうした全体会と分科会の協働により、地域委員は限りある時間内にさまざまな専門的

課題を理解し、効率的に提案を作成することができた。 
 
・分科会間の協働	

　- レガシー管理分科会の分担する議題はP炉廃炉にも関わるので、レガシー管理分科会と

廃炉分科会と協力し、P炉の廃炉計画について議論した。	

 　-委員は4つの分科会に分かれていたが、柔軟に協力していた。	
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4.4　分析結果 



 
 
 
 
 
 
 

情報共有 

SRS地域委員会による第233号と248号の提案書を軸に情報共有が行われた。 	

	

・第233号提案書（2006年5月）での要望	

①P炉の特性調査、モデリング調査の進捗と結果の共有	

【対応】 2006年7月、DOEが廃炉分科会に廃炉方式の選択肢の特定方法について報告した。	

　　　　  2007年6月、DOEが廃炉分科会に、「対策しない」「原位置廃炉」「完全撤去」の3つの選択	

　　　　　肢を説明した。	

②廃炉の選択肢について一般公開のワークショップの開催	

③廃炉の各選択肢の費用対効果の評価の実施	

【対応】国の環境保護庁と州保健環境管理局が、スーパーファンド法で規定された基準に沿って各	

　　　　 選択肢の評価を行うと委員会に返信した。	

④廃炉資金の適切な管理	

	

・第248提案書（2007年7月）での要望	

①DOEからまだワークショップの日程を提示されていないことを注意し、P炉の廃炉計画のよな大事

な情報を地域社会と広く共有する必要があると再度強調した。 	

②委員会が希望の開催日程と検討事項を提案した。	

【対応】 2007年10月〜2008年5月、DOEが3回の一般公開のワークショップを実施し、SRS浄化事業	

　　　　 の概要、廃炉方式の選択肢、規制機関の見解などを検討した。	
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4.4　分析結果 



5.　考察 

（1）　早い段階の市民参加	

•  SRS地域委員会の第233号提案書で強調しているように、「市民参加の場は、単に決定された政策を市民
に発表する場にするべきではない」。 	

•  市民の多様な意見を政策へ活用するためには、政策決定がされる前に地域社会との「対話の場」を形成す
る必要がある。SRS-CABが早い段階から実施した「対話の場」を通して、各選択肢の評価を理解した上で、
当時あまり採用されたことのない原位置廃炉という廃炉方法を受け入れた。  

•  政府・行政側は，政策が一旦決められると変更が難しい。こうした経路依存性を考え、政策選択に自由度
や柔軟性がある早い時点で、地域対話を通して市民の参加を促し、市民の意見から学ぶことが重要である。
（松岡, 2022）。  
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行政、専門家 一般市民 

決定事項 

【Decide- Announce- Defend（DAD）モデル】 

市民の政策への信頼醸成を損ない，社会的合
意形成を阻害する（Kasperson, 1986）。 

一般市民 行政、専門家 
政策決定 

共に課題の解決
策を探る 

「対話の場」 

【政策決定前に「対話の場」を実施】 



5.　考察 
（2）　積極的なフィードバック 
•  「対話の場」が「参加に値するもの」になるには、対話の成果の利用方法を明示することが必要である（小林, 

2007）。  

•  1994年以来、SRS地域委員会は371通の提案書をDOEや規制機関に提出した。そのうち370通は書面で
の返信が行われ、363通が満足するものであったと委員会に評価された（2022年9月時点）。 

•   P炉の廃炉について、SRS地域委員会の提案書に書面での返信だけでなく、DOEと関係機関が実際の対
応策も講じた（ワークショップの開催、調査結果の共有、各廃炉方式の評価基準の説明など）。 

•  こうした積極的なフィードバックを実現するには、国レベルの法制度整備だけでは難しく、対話の場のデザ
インと運営において以下の3点にも注意する必要がある： 
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①行政/事業者の積極的な関与	

　行政/事業者側は1-2人の連絡係
でなく、責任者も含め積極的に「対
話の場」に参加する必要がある。
DOEと地域委員との相互の対話は、
信頼関係の構築につながったと評
価されている（Bradbury et al., 2003）。 

②地域委員間の協働	

　 
　 地域委員間の協働により、限
りある時間内に効率的に議論し、
良質な参照意見を形成させる。 
  

③代表性のある委員構成	

　SRS地域員会は規程で決まった
属性のステークホルダーを包括す
る上で、地域の人口特性にも留意
して委員を選出した。 SRS地域委
員会が地域を代表するものとして
認知され、正統性が担保されたと
考えられる。  



第5章　熟議を通した社会学習： 
日本・1F地域塾の事例 

5.1　事例の概要 
5.2　先行研究 
5.3　分析枠組み 
5.4　分析の結果 
5.5　考察 
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5.1　事例の概要 
　5.1.1　福島第一原発（1F）の廃炉の将来像について 
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•  福島第一原子力発電所（以下、「1F」）の廃炉の基本方針の「中長期ロードマップ」によれば、1Fの廃炉は
2011年12月から30〜40年間で完了すると計画されている。  

•  1Fの1~４号機は事故炉であるため、原子炉等規制法で決まった通常炉の「敷地の原子力規制の解除」ま
での廃炉の手順に当てはまらない。そのため、1F廃炉の将来像は具体的にどういう状態なのか、何の基
準で確認するかは明確な規定がない。 

•  1F廃炉の将来像ついて県・町村、原子力専門家が異なる意見を持っている（松岡, 2021）。	

　　ー福島県、大熊町、双葉町：「廃炉の終了」を使用済み燃料、燃料デブリを含む放射性廃棄物が敷地で一
切残らず、敷地を更地にすると理解している。	

　　ー原子力専門家：30〜40年間で廃炉事業を終えられるかを疑うし、1Fの敷地の更地化が現実的ではない。  

1F廃炉の期間区分 
出所：福島県HP 

？



5.1.1　1F廃炉の将来像について 
•   1F廃炉の具体的な将来像について、異なる分野の研究者より違う視点から提案されている。  
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日本原子力学会（2020） 

安全貯蔵を実施するか否か＋施設の解体程度という
2軸で、4つの廃炉の将来像の選択肢を提案した： 
 
①即時、全撤去：施設及び汚染土壌などを早い時期
に全量撤去し、敷地は更地となる。 
②即時、部分撤去：施設の一部（地下構造物）及び土
壌等の汚染を管理・監視の状態で残し、地上部のみ
解体する。 
③安全貯蔵、全撤去：施設をしばらく安全貯蔵してか
ら、施設を全部解体する。終了時期が遅くなるが、敷
地は更地となる。 
④安全貯蔵、部分撤去：施設を安全貯蔵してから、地
上部のみ解体し、施設の一部（地下構造物）及び土壌
等の汚染を管理・監視の状態で敷地に残す。 

松岡俊二（2021）	

・社会的側面の重要性を指摘した。原発事故と原子
力災害の教訓継承するために、1F遺構をある種のモ
ニュメントとして保存する可能性を提起した。  
・燃料デブリ取り出しの技術的実行性＋遺構の保存
の2軸で、4つの廃炉の将来像選択肢を提案した。  
 
①燃料デブリを半分（440t）取り出し、できるだけ現在
の状態で遺構を残す。 
②燃料デブリを全部取り出し、ある程度遺構を残す。 
③できるだけ燃料デブリを取り出し、ある時点を「中間
ステート」とし、100年程度安全貯蔵する。最終的な
「エンドステート」は将来世代に決定を委ねる。 
④巨額の資金・資源を投入し、1F敷地を全部更地に
する。ただ、30〜40年間にこだわらない。  

　1F廃炉の将来像のあり方についての議論が行政と専門家の間で限られており、廃炉事業に最も影響される地
域社会の一般市民には議論広がっていない。その原因の一つとして、1F廃炉の問題において、市民が参加する
「対話の場」の欠如があると考えられる。	



5.1.2　1F廃炉に関する「対話の場」の現状 

名称 主催者 問題点 

廃炉・汚染水・処理水
対策福島評議会 

経済産業省 対話の場より地域社会に向けた廃炉事業に関する「説明の場」に近い。地
域参加者が市町村長や団体・組織の長であり、一般市民に向いていない。  

原子力発電所の廃炉
に関する安全確保県

民会議 

福島県 一般市民の参加があるが、設置要綱によれば、県民会議の目的が安全監
視であり、議題のスコープが敷地内の技術問題に限定され、社会的課題の
議論が欠けている。  

福島第一廃炉国際フ
ォーラム  

原子力損害賠
償・廃炉等支

援機構  

・毎回専門家と市民との対話のプログラムが設定され、対話の重要性が認
識されている。 
・しかし、対話の内容と参加者の感想から見れば、やはり専門家・行政から
情報を提供し、市民の理解を求めるような構造になっている。議題の設定も
技術安全性に重点を置き、社会的側面が欠落している（朱＆山田, 2021）。 
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（1）当初事故の重大性を反映するために形成した政府主導型の廃炉ガバナンスの中で、国・事業者と一般市
民との双方向コミュニケーションを行う「対話の場」が欠如している（松岡, 2022）。  

（2）社会的分断が深刻で、対話の場は形成しにくい 
・原子力問題をめぐって、世論場で推進派と反対派の両極しか出てこない。異なる価値観や意見を持つ人は
「双方から意見を投げ合うだけで終わる場がほとんどである」（八木, 2009）。 
・1F廃炉問題について、東京電力と地域社会は、加害者と被害者という立場で明確な線引きされ、お互いの
交流が困難である（松岡, 2022）。 



5.1.3　1F地域塾について 
•  早稲田大学ふくしま浜通り未来創造リサーチセンターは分断の壁を超え、市民、専門家、国・事業者が包

括し、多様な立場や価値観を有する人々がともに1F廃炉の将来像を考えるために、「1F地域塾：1F廃炉の
先を考える、語りあい、学びあいの場」（以下、「1F地域塾」）という地域対話のプロジェクトを実施した。 
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本章は、分断され
た社会において、
市民と専門家、行
政の対話の場を
どう形成するのか
を検討する。 



5.2　先行研究 
　5.2.1　非制度的次元の熟議：社会学習 
•  Forester（1999）は個人レベルでの熟議による学習効果を指摘した。彼はアメリカやノールウェーなどの国

での都市計画に関する市民フォーラムの事例を考察し、熟議での「学習」は事実の把握や知識の勉強に簡
略化してはいけず、市民が熟議を通して、異なる価値観や観点に出会うことで、自身の限界に気付き、視
野を広げることがより有意義な成果であると結論した。 

•  ドライゼック（2005）は社会的分断という問題意識に立脚し、政治決定と区別した熟議の「非公式」の属性
が、参加者がお互いの違いを探索するスペースを与え、分断と対立の緩和につながるとした。 

•  Kanra（2004, 2012）はこうした政策決定に媒介されない、非制度的次元の熟議を「社会学習」とした。
Kanraは政策決定前に、分断された人々の関係を再構築する必要があるとし、社会学習を通じて他者の多
様な観点、お互いの差異を理解するのが大事である。それは、将来問題解決の基盤形成に寄与する。	

•  社会学習の提起は、二回路モデルとは区別する。ハーバーマスは熟議の政策決定への影響に力点を置い

ている。しかし、社会学習は政策決定を影響するのを目的とせず、熟議の非公式の側面を生かすことを図
る。熟議によって、市民内部の討議を活発化し、市民の鋭い感受性で論点を発見し、新たな課題解決のア
プローチを探ることを促進する（篠原, 2004）。 
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・違う立場や価値観を持つ参加者は競争、敵対の関係ではない 
・お互いの価値観、意見を理解し、差異の解釈に焦点を当てる 
・個人レベルの視野を超えて社会的課題を考え、新たな論点を発見する	
　本研究は1F廃炉問題についての社会学習を「様々な知見や価値観を理解した上、より広い社会的
文脈から1F廃炉を再考するプロセス」と定義する。  



5.2.2　社会学習を実現する条件 

•  八木（2009）は日本社会における原子力をめぐる分断を意識し、あえて社会的意思決定につなげずに、立
場によらない、本音を出す深い議論が成立する「対話の場」が重要であるとした。女川町と六ヶ所村での原
子力に関する対話プロジェクトの経験から、彼女対話の場に求められるのは「唯一の正解」ではなく、市民
と専門家の価値観と問題意識の共有し、さらにそこから自分なりの価値観や判断基準を再構築することで
あると主張した。社会学習の理念と合流している。 

•  八木はそういう社会学習を実現するために、対話の場のデザインと運営の視点から3要件をあげている： 
①市民と専門家の信頼醸成のために、対話を繰り返して実施する 
②結論ありきの対話をしない 
③市民のニーズに応じて対話の場を運営する 
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社会学習を実現するには、 
（1）参加者として何に注意する必要があるか？ 
（2）八木（2009）のように、科学技術の問題の研究は専門家VS市民の構図が多い。しかし、違う立場や
見解を持つ市民の内部では、どのように相互作用するか？ 
 
本章は参加者側の角度から、社会的分断がある中で、廃炉事業に関する社会学習をどう促進すればい
いかを分析する。 



5.3　分析枠組み 

•  論争のある社会的課題について、議論における異なる意見の扱い方や、参加者同士の関係が特に重要な
考察項目とされている。本研究は関連の研究（Fishkin, 2009; 八木, 2009；狩川等, 2010; 木下, 2016）を参考し、
社会学習の促進要因について以下の分析項目を設定する。 

•  分析材料は1F地域塾の議事録、会議資料である。 
•  参加者側の視点を反映するために、分析枠組みに基づいたアンケートを毎回1F地域塾の参加者に配布し

た。アンケートの返答を併せて分析することで、参加者自身による対話の場への評価を把握する。 
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分析項目 意　味 

情報の質と量 参加者が十分、かつ正確な情報が提示されたか。 

対話の十分さ 参加者が十分、かつ均等な発言機会が与えられたか。  

議論の多様性 対話で多様な論点が表明されたか。 

誠実性 参加者は異なる意見を真摯に吟味したか。また、発言者の身分にかかわら
ず、その意見を聞いて考慮したか。 

信頼の形成 参加者はお互いに対し安心して話すことができたか。 



5.4　分析結果 
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分析項目 評　価 

情報の質と量 ・毎回違う分野の話題提供者の報告＋グループ討論	
・1F視察に評価が高かった。	
・第4回での専門家の報告に不満。「普段原子力ムラに向けた材料でそのまま使
ったのでは」	

対話の十分さ ・グループマネジャーの進行により、参加者の均等な発言機会が確保されたと
考えられる。	
・ただ、対話への参加を「発言」に単純化していけない（Forester, 1999）。 
第１回のアンケートで「少しグループ内で打ちとけることが難しかった。」とのコメ
ントがあったと同時に、「様々な立場の方の話を聞くことができ、学んだことが多
かった。」とのコメントもあった。 
・初対面ですぐに隔たりのない気持ちで話し合うのが確かに難しいと理解できる
し、聞き手として真摯に他人の発言を受け取ることも大事。 



5.4　分析結果 
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分析項目 評　価 

議論の多
様性 

原子力問題に関する論点の多様性と言えば、専門家同士、専門家と市民との対立が一
般的なイメージであるが、1F地域塾を通して、市民内部から「1F廃炉の将来像」という
馴染みのない話題をめぐって多様な論点が生み出された: 
①支持：遺産化を支持する塾生は記憶の風化を懸念し、将来世代に原発事故の教訓を
伝承するために、遺産化の発想に賛成。 
　 ＜発言例＞「原発事故を知らない世代が増えていく中で、 1F遺構を見える形で保存
することで、将来世代に記憶、教訓を伝えることが大事である。」（第1回議事録） 
 
②慎重：被災者の気持ちや、廃炉中の技術的な困難などを配慮し、慎重的な態度を持
っていた。 
　 ＜発言例＞「未来につなぐために、遺産化に自身は賛成するが、廃炉の課題や大熊
町、双葉町など避難を余儀なくされた方々のお話を聞くと、なかなか難しいかもしれな
い。」（第4回発表資料）  
 
③折衷：記憶伝承の大事さを認めると同時に、1Fの遺産化の難しさも認識している。遺
産化以外の伝承方法を提案。 
　 ＜発言例＞「1Fを文化財として残す意義は大きいものの、実際は燃料デブリもあり、
難しいのではないか？VRなどで再現して体験型学習ができるのでは。」（第4回発表資
料） 



5.4　分析結果 
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分析項目 評　価 

誠実性 ①参加者は異なる意見を真摯に吟味したか	

　論争にはならず、お互いに尊重し、それぞれの発言を聞いていた。 	
	

②発言者の身分にかかわらず、その意見を聞いて考慮したか	

世代の差：高校生と社会人が平等の立場で意見表明をしていた。 	

地域の差：県外の参加者に1F廃炉問題への関心喚起	

専門分野の差：国・東京電力と被災地域の市民は、ある程度の相互理解を達成したと言

えよう。	

＜発言例＞「…東電の方も、原発や廃炉のことを全て知っている人はいないと思う。ただ

し、全てを知らなくても、対話の場に参加し、地域と同じ目線で話すことが、信頼関係の構

築の一番の近道であると考える。ぜひ、今後も東電の方には地域塾に参加し続けてほし

い。」（第4回議事録、塾生より）  
＜発言例＞「本日事故分析について話題提供をした。やはり内容が難しく、今後いかに聞

く側の興味を起こし、相手の聞きたいことをどう捉えるかを勉強したい。」（第4回議事録、

原子力規制庁関係者）　 
＜発言例＞「東電は事故を起こしてしまった当事者として、教訓の伝承、原子力の安全確

保に少しでも貢献し、…対話の場、学ぶ場の大事さを感じ、これからしっかりと役割を果た

していきたい。」（第4回議事録、東京電力関係者） 



5.4　分析結果 
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分析項目 評　価 

信頼の形
成 

アンケートの回答をもとに分析する。1点（低評価）〜5点（高評価）	
・塾生側	
塾生→塾生：4点以上の高いレベルの信頼	
塾生→専門家：第4回だけでは4点以下に低下した	
アンケートに書いた感想と併せてみれば、第4回の専門家からの報告の質への不満と関
係があると推察される。	
	
・専門家側：	
専門家→塾生：高いレベルの信頼	
土屋（2013）は、日本の原子力事業者と市民との対話の阻害要因として、原子力事業者
の広報部門が「市民イコール原発反発団体」のイメージを持っていることや、技術部門が
多忙で市民と対話する必要性を感じていないことなどを指摘している。  
こうした問題点を考えれば、1F地域塾に参加した専門家が示した市民に対する高い信
頼は、積極的な対話の意欲を示したと評価できる。 	



5.5　考察 
•  社会学習の促進要因を考察した結果、議論の多様性、誠実性、信頼の形成がとりわけ重要だと考えられる。

本研究からの示唆は3点がある： 

（1）新たな論点の発見 

　 本研究が参考したFishkin（2009）の「議論の多様性」は社会で既存の主要な論点を熟議の参加者に提示す
ることを意味している。しかし、廃炉問題に関する議論は今、行政と専門家といった狭い範囲で限っており、社
会に広がっていない。この場合、市民目線の新たな観点を形成することが求められる。「市民の鋭い感受性で
論点を発見し、新たな課題解決のアプローチを模索する」（篠原, 2004）という熟議の意義が改めて検証された。 
 
（2）無理に合意を求めない 
1F廃炉の将来像について、専門家同士、市民と専門家、市民同士でも様々な見解があるが、合意形成のプレ
ッシャーをかけず、国・東京電力と地域社会がお互いに意見を交流し、共に1F廃炉の将来像のいろいろな可能
性について、本音を出して話し合える環境を作るのが望ましい。 
 
（3）ケアに基づいた信頼 

専門家への信頼が低下した第4回での専門家報告は、「原子力ムラに向けたトーンで話されていた感じ」だと塾
生に批判されていた。信頼の根源について、能力（competence）とケア（care）の2種類がある（Choi, 2018）。報
告は情報量とデータが豊富で、「能力」に問題ないが、信頼を損なったのは、市民のニーズを考慮しない「ケア」
の欠如であった。地域社会のニーズと関心を考慮する姿勢を示すのが、今後専門家側の努力が必要になる事
項の一つであろう。 
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6.　結論 

6.1　3事例のまとめ 
6.2　3事例の比較 
6.3　終わりに代えて 
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6.1　3事例のまとめ 
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良質な参照意
見を提示 

制度的次元（イギリス事例） 

廃炉政策についての意見形成 
・技術、制度、市場の3要因が共同
で廃炉政策の選好の形成に作用
する。市民の政策選好は市場的要
因に最も影響される。 
・立場の違う人は受ける影響要因
が違うとしても、同じ廃炉政策を選
好する可能性がある。 

非制度的次元（1F地域塾） 

廃炉についての社会学習 
廃炉について社会的分断がある場合、拙速に政策決定を
せず、その前に対立の関係者が社会学習に参加し、多様な
価値観や観点を理解しあい、個人を超えてより広い社会的
文脈から課題を考え直すのが求められる。それが合意形成
の社会的基盤の形成に寄与する。 

廃炉事業に関する
「対話の場」 

廃炉政策の担当者、
廃炉事業の実施者 

法制度だけに頼らず、対話の場で市民と
行政/専門家との協働関係の構築によっ
て、政策担当者が積極的に熟議の成果
を参照するのを促す。（アメリカ事例） 

　 以上、3事例の熟議プロセスを検討した。これから制度的次元と非制度的次元の共通点と相違点について、
比較していく。 



6.2　3事例の比較 
•  Webler（1995）が熟議の実践の規範的評価枠組みを構築するため、ハーバーマスの「理想的発話状況」

から熟議の2原則を抽出した：平等の参加機会に関わる「公平性」と、効果的な議論に関わる「実効性」。そ
の後2原則が市民参加の規範的枠組みとして様々な分野で広く応用されている。 

•  Abelson et al., (2003) はWebler（1995）が熟議のプロセスに重きを置くものだと評し、参加者の代表性・
熟議のルール・情報という3つの評価要素に具体化した。それに加え、熟議の政策での反映や参加者によ
る満足さも大事だとし、結果という評価要素も提起した。 

•  原子力分野を見れば、Johnson (2008)は原子力という「リスク、不確実性、将来の状況にかかわる政策領
域」で、特に参加者の包摂性・平等の参加（発言機会、入手の情報）・相互尊重・将来世代への配慮・合意とい
う5点を熟議を実施する際に要注意の原則として指摘した 

•  本章はAbelson et al., (2003)の4要素を参考し、同時に廃炉のリスクと不確実性が伴う属性を念頭に、熟

議の主体・熟議のプロセス、情報、熟議の意義の4項目から3事例の共通点と相違点を比較していく。 
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熟議の主体 ・政治、科学、社会からの参加者、主体間の関係 
・参加者の選定方法 

熟議のプロセス 参加者間の関係、反論/質疑の扱い方 

情報 3事例に共通の議題「廃炉の将来像」について参加者が提供された情報 

熟議の意義 熟議によって達成された成果 



6.2.1　熟議の主体 
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制度的次元 非制度的次元 

ドンレイ地域協議会 SRS地域委員会 1F地域塾 

熟
議
叏
主
体  

  

政治 
（廃炉政策の立

案者、規制機関） 

NDA（主催者）、スコットラン
ド環境局	

DOE（主催者）、国の環境
保護庁、州の環境局 

経産省、原子力規制庁 

科学 
（廃炉の実施者、

助言の専門家） 

UKAEA（NDAから業務委
託の運営事業者） 

DOE、国の環境保護庁、州
の環境局 

　　　　　　　　　原子力技術者、
社会系研究者、大学（主催
者） 

社会 NDAガイダンスに沿って利
益関係者（産業団体、地元
行政、環境保護団体等）を
指定。	

公募制だが、DOEの規程
や地域の人口特性をもとに、
「地域の縮図」になるように
メンバーを選定。 

公募制 

•  【制度的次元】 もともと閉鎖的な技術官僚モデルの政治過程をオープンさせ、市民参加を政治決定まで
の過程に組み込まれるやり方。そのため、やはり技術官僚の主導が多い。「政策形成」と「科学的検討」
が融合している場合では、科学の自律性の確保、批判的専門家集団の排除が課題になる（船橋, 2013）。ド
ンレイ原発とサバンナリバーサイトは地域とは大きなコンフリクトが起こっていなかった背景があるが、論
争のある課題では「政治」と「科学」の融合に要注意。	

•  【非制度的次元】 市民社会に立脚し、政策立案を目的としない「緩やかな（誰でも歓迎、出入り自由）」熟議。
科学の自律性はより確保できるし、社会系の専門知も入力されていた。公式の場で議論されない/議論さ
れがたい問題を発見しうる（例：1F遺構の保存）。ただし、大学の研究費で維持しているが、持続性が問われ
る。	

東京電力 



6.2.2　熟議のプロセス 

•  参加者間の協働が大事である。協働によって廃炉のような複雑で、専門性の高い課題を時間内に効率
的に議論できる。その点について、1F地域塾に多様な属性の塾生が参加しているが、塾生間の交流/協
働が不足する。 

•  ハーバーマスの「理想的発話状況」では、「主張」と「主張への質疑」が平等に行われるべきだと指摘し、
それは熟議と一般的なコミュニケーションと区別する重要な点である（Webler, 1995）。熟議プロセスで情報
提供や意見表明だけでなく、提供された情報や他人の意見に質疑する時間も確保されるべきである。 

63 

制度的次元 非制度的次元 

ドンレイ地域協議会 SRS地域委員会 1F地域塾 

熟
議
叏
吮
呄
吒
吐  

  

参加者間の関
係 

分科会の設置により、メン
バーは廃炉について幅広
い課題で協働している。	

分科会の設置により、市民委
員がは廃炉について幅広い
課題で協働している。 
（詳しくは4章を参照） 

地域の差、世代の差、専門
分野の差にもかかわらず、
相互に尊重している（詳しくは
5章を参照） 

反論/質疑の扱
い方 

各選択肢が選好される/選
好されない理由を議事録に
明記。 

市民委員がDOEに質疑 ・異なる見解が尊重される 
・市民が専門家に質疑 
（詳しくは5章を参照） 



6.2.3　情報 

•  イギリスとアメリカの事例は両方とも、廃炉政策が決定される前に、廃炉の将来像について複数の技術的
可能な選択肢を対話の場に提示し、対話の場で地域社会の視点から望ましい廃炉の将来像を選ぶ。 

•  一方、1F地域塾ではまだ1F廃炉の将来像については踏み込んだ議論が始まってない。 
（1）なぜ違う？ 
　ドンレイ地域協議会の前身であるドンレイ連絡会（1957〜2005年）とSRS地域委員会（1994年〜）は、原子力関

係の課題に長い期間関わっていて、相応の量の情報と知識を把握している。 
　それに対し、「（1F廃炉の将来像の議論の）前提となる1F廃炉に関する知識や情報や認識が違いすぎると、

なかなか意味のある対話にはならない」（松岡, 2022）。必要な知識や情報を把握し、お互いの関心を共有する
のがこれからの踏み込んだ議論の第1歩。 
（2）廃炉の将来像について、どういう情報を提供？ 
　課題は、①論争がある、②高度な不確実性を伴う場合、専門家として「唯一の解」より「選択肢の幅を広げ
る」ほうが重要である（Pielke, 2007）。 
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制度的次元 非制度的次元 

ドンレイ地域協議会 SRS地域委員会 1F地域塾 

情報 
「廃炉の将来像」

について 

専門家より複数の技術的可能
な選択肢、及び各選択肢関連
の情報（工程時間、コスト等）、
専門家による評価を提示	

DOEより複数の技術的可能な
選択肢、工程に必要な準備の
状況（技術開発、廃棄物の搬出

等）、及び規制機関の評価を
提示 

・専門家より廃炉の背景知識、
現状の説明 
・市民から関心事項の共有 



6.2.4　熟議の意義 

•  【制度的次元】 
　 熟議の意義は政策の質の向上、政策の正統性の獲得が挙げられる。また、熟議の結果が参照意見として
政策立案者に伝えるため、参加者個人の「政治的有効性」の感覚が得られるという意義もあるとされている
（Fishkin, 2009）。ただ、参照するかどうか、どれほど参照するかがやはり政策立案者の意思次第になる（西舘&
太田, 2016）。 
•  【非制度的次元】　 
　 分断された社会では政策決定と一旦接続しない「社会学習」としての熟議のほうが穏健的なやり方であろう。
政策決定前に非公式の場で社会学習を通じて、分断された人々の関係を再構築し、お互いの考え方や価値
観を理解したり、争点を明確にしたりすることによって、将来社会的合意形成のための基盤づくりに寄与する。	

　 1F地域塾を通して、国・東京電力と被災地域の市民は、ある程度の相互理解を達成したと考えられる（5章
を参照）。ただし、その社会学習効果の測定は今後の課題になる。 
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制度的次元 非制度的次元 

ドンレイ地域協議会 SRS地域委員会 1F地域塾 

熟
議
叏
意
義 

	
・廃炉政策の質の向上	
・政策の正統性の獲得	

・市民間で「1F廃炉の将来像」についての議論を活発化す

る。そこから新しい論点を発見する。	

・各主体間の相互理解を促し、多様な視点を学び合うことで、

対立・分断を緩和し、さらに超越する	



6.3　終わりに代えて 

•  廃炉に関する制度的次元の熟議と非制度的次元の熟議の相違点 
（1）主催者の違いによるガバナンス構造の違い 
　制度的次元では「政治」と「科学」の融合に要注意であり、科学の自律性を確保するため、政策形成と科学

的検討の分離が必要である（船橋, 2013）。 
　非制度的次元の熟議は「科学」の主体としての専門知の自律性が確保できるが、時間・資金などの資源の

制限で、持続性が課題になる。 
 
•  廃炉に関する制度的次元の熟議と非制度的次元の熟議からの共通のレッスン	

（1）参加者間の協働が大事 
（2）異なる意見、反論、質疑が尊重されるように熟議を進行するべき 
（3）廃炉のような論争があり、不確実性を伴う問題について、政策の選択肢の幅を広げるほうが重要である。 
（4）「合意」の意味を再考する 
　 争点を明らかにする「紛争の次元の合意」、異なる理由に基づいた同じ政策選択のような合意、さらに、異

なる価値観や意見の存在の正統性を認めるという「メタ合意」（Dryzek &  Niemeyer, 2006）、合意の意味を詳しく
検討すべきである。 
　規定時間内に合意形成を求めるのは確かに差異を抑制する可能性があるが、熟議の目的、話題、参加者
構成などの具体的条件と併せて、合意の中身を精緻に確認することで、熟議の到達点と未回答の課題がより
明らかにされ、将来の熟議の展開にも貢献するだろう。 
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